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籍人数 1人の学校（2,681 校）が全体（6,137 校）の約 45％を占め、在籍人数が 2人の














































東京都は、2018 年 1 月 1日現在、23 区・26 市・5町・8村の行政区域を有している。
これは、区部・市部・町村部とも言われ、町村部は郡部と島部を含むものである。ま
た、23 区に対し、市部と郡部をあわせて多摩地区とすることもあるが、本研究では、











































子どもの言語発達において一般的に用いられる言語能力の概念に BICS と CALP があ
る。Cummins（1984）によると、BICS とは、Basic	 Interpersonal	 Communication	 Skills






本研究では学習の概念を BICS 及び CALP の両観点から捉え、生活場面で必要とされ
る日本語の支援や学習場面で必要とされる教科の支援の両方を合わせて用いる。	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 
































	 	 ①	 国の文部科学省による指針	 
	 	 ②	 都と市の教育委員会による指針	 
	 	 ③	 自治体と協力関係にある機関・団体等による指針	 
	 なお、支援を受ける主体は外国人児童と公立小学校とし、同様に扱う。	 
図 3	 本稿における公的支援の範囲	 
公立小学校 外国人児童 
  文部科学省 
「特別の教育課程」 




      
      「日本語学級」 
   「帰国児童生徒教室」 
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「10 ブロック」	 	 
10 ブロックとは、東京都が在住外国人支援のための合同連絡会議（東京都、2012）










10 ブロックに属する自治体は図 4に示した 5市である。10 ブロックに関する細かい




図 4	 10 ブロック	 
	 






















































































































































	 	 ①	 毎年、編入学児童生徒が見込め、かつ、児童生徒の使用言語も大まかながらも把握
できる。	 
	 	 ②	 それゆえ、専門の担当者の配置及び配置の準備をすることができる。	 
	 	 ③	 ある程度の組織的かつ継続的な対応が可能なため、指導技術・教材等が蓄積される。	 
一方、散在地域では、	 
	 	 ①	 いつ、どこに、どのような言語を母語とする児童生徒が編入してくるか予測がつか
ない。	 
	 	 ②	 それゆえ、事前に人材や予算の確保がしにくい。	 










	 ②	 具体的指導面	 





































第 1章	 多摩地域の概況	 
1590 年、徳川家康が江戸城へ入城して以来、今日の体制（23 区 26 市 5 町 8 村）に
至るまで、東京都は下表 1のような行政区域のいきさつをもつ。現在の 23 区制は 1947
年から、市部の 26 市制は 2001 年から始まっている。	 
表 1	 東京都行政区域の変遷	 	 
時代	 西暦	 月	 主なできごと	 
江戸	 1590	 8	 徳川家康の江戸城入城	 
明治	 1868	 9	 江戸を東京と改称,	 東京府を置く	 
1878	 1	 伊豆諸島が静岡県より東京府に編入	 
11	 都区町村編成法により大区小区制が廃止	 
→	 15 区 6 郡に改編	 
1880	 10	 小笠原諸島が東京府に編入	 
1889	 5	 東京市誕生→	 15 区	 
1893	 4	 三多摩地域が神奈川県から東京府に編入	 
昭和	 1932	 10	 東京市	 隣接 5郡 82 町村を合併→	 35 区となる	 
1947	 3	 22 区制実施→	 35 区から 22 区に	 
8 月に練馬区が独立して 23 区に	 
平成	 1991	 11	 羽村町が 27 番目の市となる	 
→	 23 区 27 市 6 町 8村	 
1995	 9	 秋川市と五日市町が合併し「あきる野市」に	 
→	 23 区 27 市 5 町 8村	 
2001	 1	 田無市・保谷市が合併「西東京市」に	 
→	 23 区 26 市 5 町 8村	 







125 周年を迎える。多摩地域には現在 3 つのエリア区分が設けられているが、東京都
は便宜上さらに 2 つの区分を加え、多摩地域におけるエリア区分を以下の通り 5 つで
示している。なお、今日の行政区域（26 市 4町）の体制は 2018 年現在 18 年目に入る。	 
表 2	 多摩地域のエリア区分	 
区分	 区域名	 
西多摩エリア	 市	 青梅,	 福生,	 羽村,	 あきる野	 
（町）	 （瑞穂,	 日の出,	 檜原,	 奥多摩）	 
南多摩エリア	 市	 八王子,	 町田,	 日野,	 多摩,	 稲城	 
北多摩エリア	 
西部	 市	 立川,	 昭島,	 国分寺,	 国立,	 東大和,	 武蔵村山	 
南部	 市	 武蔵野,	 三鷹,	 府中,	 調布,	 小金井,	 狛江	 
北部	 市	 小平,	 東村山,	 清瀬,	 東久留米,	 西東京	 





他方、多摩地域の人口（約 400 万人）は東京都総人数（約 1,350 万人）の 30％以上
を占めているが、区部の 68.5%（約 900 万人）と比較すると半数以下である。	 
また、総務省の「平成 27 年国勢調査」をみてみると、日本全国の総面積は 377,971Km2、
総人口は約 1億 3千万人弱である。多摩地域市部の面積は、47 都道府県で最も小さい
香川県（1,877Km2）の 5 分の 2 程度であり、人口の規模は福岡県（約 500 万人）と静
岡県（370 万人）との間、10 番目に相当する。	 


































2017 年 1 月 1日現在、総務省の「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」
によれば、全国の人口は 127,907,086 人であり、内訳としては日本人住民が
125,583,658 人、外国人住民が 2,323,428 人（1.8%）である。日本人住民が 8年連続一




また、同報告によると、全国の外国人（2,323,428 人）のうち、約 20%（486,346 人）
以上が東京都に集住している。とはいえ、国籍にはばらつきが激しくみられ、実際に、




図 6	 2017 年 1 月 1日現在の住民基本台帳に基づく全国の人口	 
出典	 総務省（2017）「住民基本帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」より作成	 
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/daityo/jinkou_jinkou	 
doutai-setaisuu.html（2018 年 1 月 1日アクセス）	 
	 





・日本人住民➡ 8 年連続で減少 ・外国人住民➡ 増加傾向, 過去最高 
 
うち約 20％↑ 
 ➡ 東京都 
      集住 














に上位 10 位までを示す。なお、表 3 は外国人人口の一部（上位 10 位まで）のみを記
しているため割合は 100％にならない。	 
表 3	 全国および東京都の外国人人口	 
全国（法務省,	 2017 年 6 月現在）	 東京都（東京都,	 2017 年 10 月現在）	 
区分	 人数	 構成比	 区分	 人数	 構成比	 
国籍	 2,471,458 人	 100%	 	 国籍	 512,817 人	 100%	 	 
中国	 711,486 人	 28.8%	 	 中国	 196,009 人	 38.2%	 	 
韓国	 452,953 人	 18.3%	 	 韓国	 90,573 人	 17.7%	 	 
フィリピン	 251,934 人	 10.2%	 	 フィリピン	 31,726 人	 6.2%	 	 
ベトナム	 232,562 人	 9.4%	 	 ベトナム	 31,067 人	 6.1%	 	 
ブラジル	 185,967 人	 7.5%	 	 ネパール	 25,420 人	 5.0%	 	 
ネパール	 74,300 人	 3.0%	 	 台湾	 18,149 人	 3.5%	 	 
米国	 54,918 人	 2.2%	 	 米国	 17,580 人	 3.4%	 	 
台湾	 54,358 人	 2.2%	 	 インド	 10,970 人	 2.1%	 	 
タイ	 48,952 人	 2.0%	 	 ミャンマー	 9,468 人	 1.8%	 	 












































中国 韓国 フィリピン ベトナム その他
フィリピン ＜ ベトナム 
フィリピン ＞ ベトナム 
フィリピン ＞ ベトナム 
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表 4	 住民基本台帳による総人口および外国人人口	 
区分	 
総数（2017 年 11 月現在）	 うち外国人（2017 年 11 月現在）	 
総数	 構成比	 外国人総数	 構成比	 
総数に対
する割合	 
13,637,291 人	 	 100%	 	 520,573 人	 	 100%	 	 3.8%	 	 
区部	 9,395,206 人	 	 68.8%	 	 439,345 人	 	 84.3%	 	 4.6%	 	 
市部	 4,157,966 人	 	 30.4%	 	 80,079 人	 	 15.3%	 	 1.9%	 	 
郡部	 58,036 人	 	 0.4%	 	 891 人	 	 0.1%	 	 1.5%	 	 
島部	 26,083 人	 	 0.1%	 	 258 人	 	 0.0%	 	 0.9%	 	 
出典	 東京都（2017）「住民基本台帳による世帯と人口」より作成	 





















表 5	 多摩地域市部の外国人人口	 
区分	 
外国人数	 構成比	 割合が 10%を超えている国・地域	 




青梅市	 1,646 人	 2.2%	 	 フィリピン,	 中国,	 韓国,（ベトナム）	 
福生市	 3,359 人	 4.5%	 	 ベトナム, 中国, ネパール,	 フィリピン	 
羽村市	 1,233 人	 1.7%	 	 ペルー,	 フィリピン,	 中国,（韓国）	 




八王子市	 11,113 人	 14.9%	 	 中国,	 韓国,	 フィリピン	 
町田市	 5,505 人	 7.4%	 	 中国,	 韓国,（フィリピン）	 
日野市	 2,805 人	 3.8%	 	 中国,	 韓国,	 ベトナム,（フィリピン）	 
多摩市	 2,402 人	 3.2%	 	 中国,	 韓国,（フィリピン）	 






立川市	 3,859 人	 5.2%	 	 中国,	 韓国,（フィリピン）	 
昭島市	 2,467 人	 3.3%	 	 中国,	 韓国,	 フィリピン,（ベトナム）	 
国分寺市	 1,910 人	 2.6%	 	 中国,	 韓国,（ネパール）	 
国立市	 1,509 人	 2.0%	 	 中国,	 韓国	 
東大和市	 1,090 人	 1.5%	 	 中国,	 フィリピン,	 韓国、朝鮮	 






武蔵野市	 2,817 人	 3.8%	 	 中国,	 韓国,	 米国	 
三鷹市	 3,376 人	 4.5%	 	 中国,	 韓国,（米国）	 
府中市	 4,676 人	 6.3%	 	 中国,	 韓国,	 フィリピン	 
調布市	 4,037 人	 5.4%	 	 中国,	 韓国	 
小金井市	 2,379 人	 3.2%	 	 中国,	 韓国	 






小平市	 4,561 人	 6.1%	 	 中国,	 韓国,	 朝鮮	 
東村山市	 2,524 人	 3.4%	 	 中国,	 韓国,（フィリピン）	 
清瀬市	 1,136 人	 1.5%	 	 中国,	 フィリピン,	 韓国	 
東久留米市	 1,822 人	 2.4%	 	 中国,	 韓国,	 フィリピン,	 米国	 
西東京市	 3,889 人	 5.2%	 	 中国,	 韓国,（フィリピン）	 
出典	 東京都（2017 年 1 月現在）「区市町村別国籍・地域別外国人人口」より作成	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外国人数の実数を見ると、最多は八王子市の 11,113 人（約 15％）、最少はあきる





















	 次に、表 6 で示した外国人数が各市ではどのような割合で位置づけられるかについ
て詳細に説明する。また、表 5 と表 6 を照らし合わせることで、絶対数からだけでは
見えてこなかった点についても述べる。	 
表 6 は、表 5 の情報をもとに各市の総人口数や日本人数を加え、作り直したもので
あり、外国人に関しては 0～19 歳の数も補足している。外国人総数とは別枠で 0 歳か
ら 19 歳までの数（東京都、「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」をもとに、各




表 6	 住民基本台帳による多摩地域各市の総人口および外国人人口	 
区分	 
総数	 うち日本人	 うち外国人	 /	 割合	 0-19 歳	 




青梅市	 135,986人	 134,340 人	 	 1,646 人	 	 1.2%	 	 195 人	 	 
福生市	 58,554 人	 	 55,195 人	 	 3,359 人	 	 5.7%	 	 399 人	 	 
羽村市	 56,244 人	 	 55,011 人	 	 1,233 人	 	 2.1%	 	 180 人	 	 




八王子市	 563,228 人	 	 552,115 人	 	 11,113 人	 	 1.9%	 	 1,300 人	 
町田市	 428,572 人	 	 423,067 人	 	 5,505 人	 	 1.2%	 	 677 人	 	 
日野市	 183,589 人	 	 180,784 人	 	 2,805 人	 	 1.5%	 	 304 人	 	 
多摩市	 148,293 人	 	 145,891 人	 	 2,402 人	 	 1.6%	 	 302 人	 	 






立川市	 181,554 人	 	 177,695 人	 	 3,859 人	 	 2.1%	 	 476 人	 	 
昭島市	 112,789 人	 	 110,322 人	 	 2,467 人	 	 2.1%	 	 310 人	 	 
国分寺市	 120,656 人	 	 118,746 人	 	 1,910 人	 	 1.5%	 	 207 人	 	 
国立市	 75,452 人	 	 73,943 人	 	 1,509 人	 	 1.9%	 	 207 人	 	 
東大和市	 85,945 人	 	 84,855 人	 	 1,090 人	 	 1.2%	 	 127 人	 	 






武蔵野市	 143,964 人	 	 141,147 人	 	 2,817 人	 	 1.9%	 	 289 人	 	 
三鷹市	 185,101 人	 	 181,725 人	 	 3,376 人	 	 1.8%	 	 326 人	 	 
府中市	 258,000 人	 	 253,324 人	 	 4,676 人	 	 1.8%	 	 585 人	 	 
調布市	 229,886 人	 	 225,849 人	 	 4,037 人	 	 1.7%	 	 399 人	 	 
小金井市	 119,359 人	 	 116,980 人	 	 2,379 人	 	 1.9%	 	 264 人	 	 






小平市	 189,885 人	 	 185,324 人	 	 4,561 人	 	 2.4%	 	 1,097 人	 	 
東村山市	 150,739 人	 	 148,215 人	 	 2,524 人	 	 1.6%	 	 346 人	 	 
清瀬市	 74,510 人	 	 73,374 人	 	 1,136 人	 	 1.5%	 	 148 人	 	 
東久留米市	 116,867 人	 	 115,545 人	 	 1,822 人	 	 1.5%	 	 305 人	 	 
西東京市	 199,790 人	 	 195,901 人	 	 3,889 人	 	 1.9%	 	 490 人	 	 
出典	 東京都（2017 年 1 月）「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」より作成	 
27 
 
	 前述のように全国レベルでの外国人割合は 1.8%、都レベルでは 3.8%である。また、






























































文部科学省の「学校基本調査（2017 年 8 月現在）」によると、全国の小学校に在籍




をおおよその年齢（7～12 歳）で推定してみると、約 75,000 人の外国人児童が全国






域市部には 1,269 人が在籍している。	 
全国における小学校の学齢期にある外国人児童数の推定値（約 75,000 人）から考




高く、約 50％（約 7,500 人）をも占める。	 
同省の「日本語指導が必要な児童生徒の受け入れ状況に関する調査（2016）」は、












表 7	 多摩地域公立小学校における学校数および在籍人数	 
区分	 
学校数	 在籍総数	 うち外国人	 割合	 構成比	 




青梅市	 17 校	 6,590 人	 48 人	 0.7%	 3.7%	 
福生市	 7 校	 2,386 人	 52 人	 2.1%	 4.0%	 
羽村市	 7 校	 2,939 人	 47 人	 1.6%	 3.7%	 




八王子市	 70 校	 28,160 人	 75 人	 0.2%	 5.9%	 
町田市	 42 校	 22,878 人	 123 人	 0.5%	 9.6%	 
日野市	 17 校	 9,224 人	 57 人	 0.6%	 4.4%	 
多摩市	 17 校	 7,055 人	 45 人	 0.6%	 3.5%	 






立川市	 20 校	 8,549 人	 72 人	 0.8%	 5.6%	 
昭島市	 13 校	 5,469 人	 53 人	 0.9%	 4.1%	 
国分寺市	 10 校	 5,322 人	 24 人	 0.4%	 1.8%	 
国立市	 8 校	 3,092 人	 40 人	 1.2%	 3.1%	 
東大和市	 10 校	 4,486 人	 27 人	 0.6%	 2.1%	 






武蔵野市	 12 校	 5,532 人	 26 人	 0.4%	 2.0%	 
三鷹市	 15 校	 8,459 人	 30 人	 0.3%	 2.3%	 
府中市	 22 校	 13,305 人	 79 人	 0.5%	 6.2%	 
調布市	 20 校	 10.541 人	 68 人	 0.6%	 5.3%	 
小金井市	 9 校	 4,970 人	 33 人	 0.6%	 2.6%	 






小平市	 19 校	 9,246 人	 	 64 人	 0.6%	 5.0%	 
東村山市	 15 校	 7,622 人	 60 人	 0.7%	 4.1%	 
清瀬市	 9 校	 3,771 人	 31 人	 0.8%	 2.4%	 
東久留米市	 13 校	 5,533 人	 42 人	 0.7%	 3.3%	 




	 前述のように多摩地域には 1,269 人の外国籍児童が公立小学校に在籍している。各
校の在籍人数に関する調査は管見の限りないが（出入国が自由であることや入退学の
時期が固定されていないこと等が理由として考えられる）、外国人総数を全体の学校
数で割った平均値から、427 校の各学校に平均 2.9 人が在籍していると推測できる。
在籍総数に対する割合（0.6%）も極めて低く、多摩地域の公立小学校における外国人
児童の在籍状況は比較的分散の傾向にあると言えよう。なお、日本籍児童の在籍校を








































































	 「特別の教育課程」による日本語指導は 2014 年に導入され、同年から実施が可能に
なっており、2016 年 5 月現在、全国の小学校における同年の実施状況は約 2 割であ



















制する学級」である（東京都教育委員会）。2017 年 5 月現在、東京都の調査による
と、区部の場合 15 校に 33 学級（500 人）が、市部には 3校に 6学級（93 人）が設置
されている。	 
このことから、1章 2節で「他方、文部科学省の同調査 2016 年の結果によれば、
全国に 49,093 人の外国籍児童が公立小学校に在籍しており、東京都には 7,521 人が
いる。また、多摩地域市部のみの数は 1,269 人である。」と述べたように、東京都公
立小学校に在籍している外国児童生徒数 7,521 人のうち、現在日本語学級で支援を受
けている児童数は 593 人で、都内の外国人児童 7.8％程度であることがわかる（多摩
地域は 93 人、約 7％）。表 8は多摩地域の日本語学級数および支援を受けている児童
数の内訳である。	 
表 8	 多摩地域の日本語学級数及び児童数	 
設置者	 学校名	 学級数	 児童数	 
福生市	 福生第一小学校	 2 級	 26 名	 
八王子市	 第六小学校（いずみの森小中学校）	 2 級	 30 名	 
武蔵村山市	 第四小学校（村山学園小中一貫校）	 2 級	 27 名	 
計	 3 校	 6 級	 93 名	 
出典	 東京都教育員会（2017）「東京都公立学校一覧」pp.12 より作成	 
	 多摩地域に日本語学級があるのは 26 市中 3市（八王子市、福生市、武蔵村山市）
のみで、区部の 11 区・16 校に 31 学級があるのに比べると極めて少ない。	 
さらに、都による日本語学級設置基準では、新たに日本語学級を設置する場合は、








表 9	 多摩地域の日本語学級の概要	 
設置者	 福生市	 八王子市	 武蔵村山市	 
教室名	 日本語学級	 日本語国際学級	 日本語学級	 
場所	 福生第一小学校	 第六小学校	 村山学園第四小学校	 
対象	 各市内の小・中学校に在籍する帰国児童・生徒及び外国籍の児童	 




1993 年（平成 5年）	 
日本語学級設置	 
2001 年（平成 13 年）	 
日本語国際学級設置	 
1994 年（平成 6年）	 
日本語学級設置	 
2011 年（平成 23 年）	 
市内通級開始	 
2006 年（平成 18 年）	 
2 学級になる	 
2011 年（平成 23 年）	 
2 学級になる	 
内容	 初期指導：日本語中心	 /	 初期指導後（中期、後期）：教科学習	 
目的	 日常生活及び学習活動が円滑に営まれること	 
手続き	 在籍校の校長の判断により各市の教育委員会に申請	 	 
期間	 在籍期間は原則 2年間	 
関係国	 中国	 中国	 中国	 
ネパール	 モンゴル	 フィリピン	 
フィリピン	 ネパール	 米国	 
ジャマイカ	 フィリピン	 その他	 
米国	 サウジアラビア	 （ブラジル）	 
ペルー	 米国	 	 
	 ペルー	 








	 	 	 八王子市立第六小学校日本語学級担当者へのインタビュー結果より作成	 






















日時	 土曜日（年間 25 回程度）,	 午前 9時 30 分～午後 12 時	 
設置時期	 1985 年（昭和 60 年）	 
内容	 日本文化,	 日本語,	 教科学習	 
目的	 日常生活及び学習活動が円滑に営まれること	 
手続き	 見学後,	 在籍校の校長の判断により各市の教育委員会に申請	 
在籍数	 小学生 9人,	 中学生 8人（2016 年 6 月現在）	 












































援に携わる団体の情報等が公開されており、情報の更新は毎年 10 月頃行われている。	 
	 同委員会が公開している情報によると、子どもを対象とした日本語支援・学習支援




表 11	 東京都内の日本語教育サービスおよび国際交流協会	 






青梅市,	 福生市,	 羽村市	 
多摩市	 
立川市,	 昭島市,	 国分寺市,	 東大和市,	 武蔵村山市	 
武蔵野市,	 三鷹市,	 府中市,	 調布市,	 狛江市	 








八王子市,	 町田市,	 日野市,	 多摩市	 
国分寺市,	 国立市,	 東大和市	 
武蔵野市,	 三鷹市,	 調布市,	 小金井市,	 狛江市	 





























表 12	 公立小学校に在籍経験のある外国人児童の基本情報	 
氏名	 性別	 学年	 在籍校の地域	 来日時期	 母語	 国籍	 
KH	 女	 小 1	 八王子市	 日本生まれ	 韓国語	 韓国	 
KY	 男	 小 2	 東久留米市	 日本生まれ	 韓国語	 韓国	 
KS	 男	 小 3	 東久留米市	 2 歳半頃	 韓国語	 韓国	 
KD	 女	 小 6	 八王子市	 1 歳頃	 韓国語	 韓国	 







た経験がある。米国籍の児童 1人は、アメリカで小学校 1年の 1学期を終えた時点で
来日し、日本の小学校に 1年生として入学した。また、5名のうち 2名は日本生まれ




















































































④	 実績の内容にもとづき、支援形態は「個別型」、「教室型」の 2 項目に分類する。	 
	 「個別型」は、主に指導者が在籍校に訪問し個別に支援を行うことを意味する。	 
	 「教室型」は、教室形式での支援を指し、学習者数は問わない。	 
⑤	 15 年間支援の内容や形態に変化がなく、かつ都の指針と関係があるものは別枠	 
を設け表の最後の段落にまとめ、各市の実績欄には表示しない。	 








































支援内容	 支援形態	 備	 
考	 日本語	 教科	 生活	 通/翻訳	 個別型	 教室型	 
南多摩	 
八王子市	 
A	 ―	 ―	 ―	 ○	 ○	 ―	 	 
B	 ○	 ―	 ○	 ―	 ○	 ―	 	 




	 表 13 は調査対象の文献の一部である八王子市を例として引用したものである。表














































インタビュー調査の期間は 2017 年 6 月～2017 年 12 月までで、7市 11 機関・団体を


























を使用した。以上の内容を踏まえ、調査の概要を表 15、16、17 に示す。	 
表 15	 調査対象の機関・団体名と教室名	 
地域	 機関・団体名	 教室名	 






八王子市	 ③	 八王子市立第六小学校	 日本語国際学級	 
④	 八王子国際協会	 八王子駅前学習教室	 
小平市	 ⑤	 小平市立小平第五小学校	 帰国児童生徒教室	 
⑥	 小平市国際交流協会	 子ども日本語教室	 
東村山市	 ⑦	 青少年教育機構（東村山）	 子ども日本語教室	 
清瀬市	 ⑧	 清瀬国際交流会	 日本語教室子どもクラス	 




西東京市	 ⑪	 西東京市多文化共生センター	 子ども日本語教室	 




	 上記の表 15 に用いた①から⑫はいずれも、各機関・団体を区別する目的で表記した
ものである。	 









































①	 2017/07/06	 09:00～15:30	 教室	 見学	 
事務室	 インタビュー	 
②	 2017/06/22	 14:00～17:30	 教室	 見学	 
2017/06/23	 15:30～17:00	 事務室	 インタビュー	 
③	 2017/12/21	 09:30～10:00	 教室	 見学	 
2017/12/22	 11:30～12:00	 事務室	 インタビュー	 
④	 2017/11/27	 16:00～17:30	 教室	 見学	 
2017/12/11	 14:30～16:00	 事務室	 インタビュー	 
⑤	 2017/09/16	 11:00～12:30	 教室	 見学	 
事務室	 インタビュー	 
⑥	 2017/08/02	 15:00～17:30	 教室	 見学	 
事務室	 インタビュー	 
⑦	 2017/08/30	 10:30～12:00	 教室	 見学	 
2017/09/06	 15:00～17:00	 事務室	 インタビュー	 
⑧	 2017/07/27	 10:00～12:00	 教室	 見学	 
2017/08/30	 15:30～16:00	 市管轄施設	 インタビュー	 
2017/09/27	 16:00～17:30	 	 	 
⑨	 2017/06/07	 15:00～17:30	 教室	 見学	 
2017/06/28	 14:00～15:00	 市役所	 インタビュー	 
2017/07/07	 12:00～13:00	 	 	 
2017/07/26	 14:00～15:00	 	 	 
2017/09/25	 10:00～11:30	 	 	 
⑩	 2017/07/24	 11:00～12:00	 市役所	 インタビュー	 
⑪	 2017/07/07	 11:00～12:00	 事務室	 インタビュー	 













1	 2017/06/22	 1：31：14	 F.P	 	 
2	 2017/06/22	 0：29：18	 G.S	 	 
3	 2017/06/28	 0：58：57	 T.S	 参加者注52 名	 
4	 2017/07/06	 0：50：20	 A.K	 	 
5	 2017/07/06	 0：37：42	 B.M	 	 
6	 2017/07/06	 0：19：51	 C.U	 	 
7	 2017/07/06	 0：11：45	 D.H	 	 
8	 2017/07/06	 0：15：36	 E.H	 	 
9	 2017/07/07	 0：46：17	 U.A	 	 
10	 2017/07/07	 0：34：32	 X.I	 参加者 1名	 
11	 2017/07/24	 1：00：45	 W.M	 	 
12	 2017/07/26	 0：43：06	 V.S	 	 
13	 2017/07/26	 0：48：14	 S.A	 	 
14	 2017/07/27	 1：39：52	 P.I	 	 
15	 2017/08/02	 0：55：35	 L.N	 	 
16	 2017/08/02	 0：41：28	 M.K	 	 
17	 2017/08/30	 1：11：51	 N.S	 	 
18	 2017/08/30	 0：27：11	 Q.O	 	 
19	 2017/09/06	 0：24：53	 O.N	 	 
20	 2017/09/16	 0：53：46	 K.I	 	 
21	 2017/09/25	 1：11：43	 R.T	 	 
22	 2017/09/29	 1：45：22	 Y.Y	 	 
23	 2017/12/11	 1：07：35	 J.H	 	 
24	 2017/12/21	 0：46：57	 I.T	 	 	 






表 18	 インタビュー調査の協力者の基本情報	 
所属	 仮名	 性別	 年齢	 日本語指導歴	 担当	 
A	 A.K	 女性	 60 代	 5 年	 指導	 元小学校援員、支援員注6	 
B	 B.M	 女性	 30 代	 1 年半	 指導	 小学校教員	 
C	 C.U	 女性	 30 代	 3 ヶ月	 指導	 小学校教員	 
D	 D.H	 男性	 20 代	 3 ヶ月	 指導	 小学校教員	 
E	 E.H	 女性	 無回答	 13 年	 指導	 通訳・翻訳員、支援員	 
F	 F.P	 女性	 50 代	 10 年	 運営	 職員	 
G	 G.S	 女性	 30 代	 7 年	 指導	 日本語教師、職員注7	 
H	 H.S	 女性	 60 代	 13 年	 指導	 小学校教員	 
I	 I.T	 女性	 30 代	 4 年	 指導	 小学校教員	 
J	 J.H	 女性	 無回答	 無回答	 運営	 職員	 
K	 K.I	 女性	 無回答	 無回答	 運営	 元小学校教員、職員	 
L	 L.N	 女性	 40 代	 2 年	 運営	 職員	 
M	 M.K	 女性	 20 代	 1 年半	 指導	 日本語教師、支援員	 
N	 N.S	 女性	 50 代	 3 年半	 運営	 職員	 
O	 O.N	 女性	 無回答	 無回答	 指導	 日本語教師、支援員	 
P	 P.I	 男性	 50 代	 20 年	 運営	 支援員	 
Q	 Q.O	 女性	 60 代	 18 年	 指導	 支援員	 
R	 R.T	 女性	 50 代	 14 年	 指導	 支援員	 
S	 S.A	 男性	 60 代	 10 年	 指導	 日本語教師、支援員	 
T	 T.S	 女性	 60 代	 40 年	 指導	 日本語教師、支援員	 
U	 U.A	 女性	 70 代	 10 年	 指導	 元小学校教員、支援員	 
V	 V.S	 女性	 60 代	 1 年半	 指導	 支援員	 
W	 W.M	 女性	 無回答	 22 年	 指導	 日本語教師、支援員	 
X	 X.I	 女性	 60 代	 12 年	 指導	 職員	 




























	 対象の文献によると、2001 年度から 2015 年度まで多摩地域における「日本語指導、


















生徒教室	 年度	 日本語	 教科	 生活	 通/翻訳	 
2001	 18	 4	 11	 5	 38	 6	 1	 
2002	 18	 3	 10	 6	 37	 6	 1	 
2003	 17	 3	 10	 4	 34	 6	 1	 
2004	 18	 3	 10	 4	 35	 6	 1	 
2005	 18	 3	 10	 6	 37	 6	 1	 
2006	 21	 4	 8	 6	 38	 6	 1	 
2007	 23	 4	 8	 7	 41	 6	 1	 
2008	 21	 5	 6	 8	 40	 6	 1	 
2009	 23	 6	 5	 8	 42	 6	 1	 
2010	 23	 7	 5	 8	 42	 6	 1	 
2011	 23	 6	 5	 8	 42	 6	 1	 
2012	 21	 9	 4	 9	 46	 6	 1	 
2013	 19	 7	 3	 8	 39	 6	 1	 
2014	 21	 10	 3	 8	 45	 6	 1	 
2015	 19	 10	 2	 6	 40	 6	 1	 
計
（件）	 
302	 84	 100	 101	 587	 
（単位：学級）	 
51%	 14%	 17%	 17%	 100%	 
出典	 『東京都区市町村の国際政策の状況』（東京都）より作成	 
















図 8	 各年度における支援内容別実績数	 
	 その一方、実績がもっとも多いのは日本語支援であり、その割合はどの年度におい
ても全体の 50％程度を占めている。2007 年度、2009 年度、および 2010 年度の実績数




































日本語 18 18 17 18 18 21 23 21 23 23 22 21 19 21 19
教科 4 3 3 3 3 4 4 5 6 6 7 9 7 10 10
生活 11 10 10 10 10 8 8 6 5 5 5 4 3 3 2

































福生市,	 多摩市,	 武蔵野市,	 府中市,	 清瀬市,	 
羽村市,	 三鷹市,	 調布市,	 西東京市	 
現在支援有り	 
(2015 年度)	 
あきる野市,	 国分寺市,	 東村山市,	 東久留米市,	 
八王子市,	 町田市,	 小平市	 	 
現在支援無し	 
(2015 年度）	 
青梅市,	 立川市,	 小金井市,	 狛江市,	 
昭島市,	 国立市,	 東大和市	 








羽村市は 2001 年度から 2011 年度まで日本語支援を中心に派遣事業や教室事業を行
っていたが、2012 年度から通訳員を派遣する事業に変わり日本語支援は教室事業のみ
となった。つまり、日本語支援の事業数に変化が生じたと言える。	 
西東京市は 2007 年度まで 2つの異なる事業が行われていたが、教室事業の場合、参













まず、2015 年度現在、実績の報告がある自治体からみると国分寺市は 2004 年度か



































2015 年度にはない。過去 14 年の報告では日本語指導を必要とする児童・生徒に対し、
日本語指導および適応指導を行うため、委託業者による指導員を配置したという。	 
東大和市と同様に 2015 年度の実績はないが 2014 年度以前の数年間実績があった市













通訳員を在籍校に派遣する「日本語指導補助」事業の実績が 2002 年度と 2006 年度か





事業は 2011 年度をもって終了している。	 





























続している自治体は 9市で全体の 35％を占めており、15 年間実績がない自治体は 3市
で全体の 12％である。一方、2015 年度を基準に実績のある自治体や実績のない自治体

















	 表 21 に 7 市における過去 15 年間の教科支援の実績を年度別にまとめて示す。	 
教科支援の実績が各年度内で行われた 2001 年度から 2015 年度までの状況を 3 つの
記号を用いて表記した。	 
「○」は 1 つの事業による 1 件の事績数を意味する。それに対し「×」は実績の報
告がなかったことを、「◎」は 2つの異なる事業による実績が１件ずつ、すなわち 2件
の実績が報告されたことを意味する。	 
表 21	 教科支援の実績状況（年度別）	 
区分	 各市による教科支援の件数	 計	 
（件）	 年度	 町田	 多摩	 昭島	 国分寺	 武蔵野	 三鷹	 府中	 調布	 小平	 
2001	 ○	 ○	 ○	 ×	 ×	 ○	 ×	 ×	 ×	 4	 
2002	 ×	 ○	 ○	 ×	 ×	 ○	 ×	 ×	 ×	 3	 
2003	 ×	 ○	 ○	 ×	 ×	 ○	 ×	 ×	 ×	 3	 
2004	 ×	 ○	 ○	 ×	 ×	 ○	 ×	 ×	 ×	 3	 
2005	 ×	 ○	 ○	 ×	 ×	 ○	 ×	 ×	 ×	 3	 
2006	 ○	 ○	 ×	 ×	 ×	 ○	 ○	 ×	 ×	 4	 
2007	 ○	 ○	 ×	 ×	 ×	 ○	 ○	 ×	 ×	 4	 
2008	 ○	 ○	 ×	 ×	 ×	 ○	 ○	 ○	 ×	 5	 
2009	 ○	 ○	 ×	 ×	 ○	 ○	 ○	 ○	 ×	 6	 
2010	 ○	 ○	 ×	 ×	 ○	 ○	 ○	 ○	 ×	 6	 
2011	 ○	 ○	 ×	 ×	 ◎	 ○	 ○	 ○	 ×	 7	 
2012	 ○	 ○	 ×	 ×	 ◎	 ○	 ◎	 ◎	 ×	 9	 
2013	 ○	 ○	 ×	 ×	 ○	 ×	 ◎	 ◎	 ×	 7	 
2014	 ○	 ○	 ×	 ○	 ◎	 ×	 ◎	 ◎	 ○	 10	 
2015	 ○	 ○	 ×	 ○	 ◎	 ×	 ◎	 ◎	 ○	 10	 
計	 
（件）	 
11	 15	 5	 2	 11	 12	 14	 12	 2	 84	 
13%	 18%	 6%	 2%	 13%	 14%	 17%	 14%	 2%	 100%	 
	 




昭島市は 2001 年度から 2005 年度まで「日本語教育指導」事業が学習活動及び日常
生活に関する指導を中心になされていた。とはいえ、その 5年間の実績内容をみると、
対象が「小学校 4 年生から中学校 3 年生までの学校長が認めた児童・生徒」とに制限
されている。つまり低学年の小学生はそもそも対象となっていないこと、高学年でも
学校長の許可が前提となっていることがわかる。	 































	 生活支援は 2005 年度から全体的に減少傾向にあるものの多摩市と府中市は 2001 年
度から 15 年間継続している。しかし、支援の内容は「生活指導」、「生活習慣の指導」
程度の説明しかされておらず、具体的にどのような支援が行われていたのかについて


























































































	 下図は 15 年間における支援実績数を 2 つの支援形態によって分類したものである。
対象は多摩地域 26 市のうち、15 年間継続して実績がない稲城市と武蔵村山市を除い




支援の全体数には増加の傾向がみられ、とくに 2011 年度、2012 年度は最多（各年度
33 件）である。2012 年度に教室型の支援数（10 件）がもっとも多くなっているのは、
武蔵野市、府中市、調布市が複数の教室を同時に開いたためである。また、教室型（6




図 9	 支援形態別支援実績数	 
	 また、教室型も個別型も全体的に増加の傾向にあるものの青梅市、立川市、狛江市、
小金井市の 4市の自治体においては減少の傾向が見られる。青梅市と立川市は 2006 年

































教室型 6 6 6 6 6 7 7 5 7 6 8 10 7 9 8
個別型 18 19 16 17 19 19 21 23 25 25 25 23 21 23 22
18 19 16 17
19 19 21



































ていなかった（2001 年度～2014 年度）。加えて、2015 年度には日本語指導関係の報告
が全くなく、今後どのような施策がとられていくのかが疑問である。一方、個別型支
援のみの事業を行っている自治体もある。	 
表 22	 個別型支援のみを実施する自治体	 	 
市名	 実施期間	 
福生市	 2001 年度～2015 年度	 15 年間	 
多摩市	 2001 年度～2015 年度	 15 年間	 
清瀬市	 2001 年度～2015 年度	 15 年間	 
八王子市	 2001 年度～2002 年度、2005 年度～2015 年度	 13 年間	 
昭島市	 2001 年度～2005 年度、2007 年度～2014 年度	 13 年間	 
狛江市	 2001 年度～2010 年度	 10 年間	 
日野市	 2002 年度～2015 年度	 14 年間	 
国分寺市	 2004 年度～2015 年度	 12 年間	 
東久留米市	 2007 年度～2015 年度	 9 年間	 
国立市	 2008 年度～2014 年度	 7 年間	 
あきる野市	 2009 年度～2015 年度	 7 年間	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なっているものの 2015 年度現在まで実績が報告されている。一方、狛江市は 2010 年
度をもって、国立市は 2014 年度をもって事業が終了している。	 
	 10 年以上を教室型のみの支援を継続している自治体が 4市（町田市、東大和市、三
鷹市、調布市）のみであることから考えて、多摩地域では個別型支援の傾向が比較的
顕著であると言えよう。	 
八王子市は実績がなかった 2003 年度、2004 年度や実績が 1件のみだった 2005 年度



















































まず、機関・団体の設置の位置づけによる分類を表 23 に提示する。	 
表 23	 機関・団体の特徴による分類	 
区分	 機関・団体名	 /	 教室名	 
公的型	 
①	 福生市立福生第一小学校	 日本語学級	 
②	 八王子市立第六小学校	 日本語国際学級	 
③	 小平市立小平第五小学校	 帰国児童生徒教室	 
準公的型	 
④	 八王子国際協会	 八王子駅前学習教室	 
⑤	 小平市国際交流協会	 子ども日本語教室	 
法人型	 
⑥	 青少年自立援助センター	 YSC グローバルスクール	 
初級クラス・学習支援クラス	 
⑦	 西東京市多文化共生センター	 子ども日本語教室	 
⑧	 青少年教育機構	 子ども日本語教室	 
民間型	 
⑨	 清瀬国際交流会	 日本語教室子どもクラス	 
⑩	 東久留米国際友好クラブ	 日本語教室子どもクラス	 
⑪	 虹のひろば	 -外国につながる子どもサポートの会-	 
	 	 

























































ために実施された支援であると考えられる。以上、公的型の特徴を表 24 に示す。	 
表 24	 公的型機関・団体の特徴	 


















































とがわかる。以上、準公的型の特徴を表 25 に示す。	 
表 25	 準公的型各機関・団体の特徴	 




























































	 以上、法人型の特徴を表 26 に示す。	 
表 26	 法人型各機関・団体の特徴	 

























































式な協定などは結んでおらず、ゆえに市内の公立小学校等とも連携をとっていない。	 	 	 	 
なお、支援員に対する条件は設けられていないものの日本語教師の資格を持ってい
る支援員が多く、かつ教師の経験もしくは日本語指導歴が 20 年を超えるなどの共通点
もみられる。以上、法人型の特徴を表 27 に示す。	 
表 27	 民間型各機関・団体の特徴	 





















































































	 以上の内容を表 28 にまとめて示す。	 
表 28	 各学習支援教室の特徴	 
教室名	 授業形態	 授業日	 費用	 
①	 福生日本語学級	 少人数授業	 月～金	 無料	 
②	 八王子日本語国際学級	 1：1	 月～金	 無料	 
③	 小平帰国児童生徒教室	 一斉授業	 土	 無料	 
④	 八王子学習教室	 1：1	 月	 1 学期 2000 円	 
⑤	 小平子ども日本語教室	 1：1	 水	 1 学期 1000 円	 





⑦	 西東京子ども日本語教室	 1：1	 月～金	 無料	 
⑧	 東村山子ども日本語教室	 1：1	 水,	 金	 無料	 
⑨	 清瀬日本語教室子どもクラス	 1：1	 水	 3 ヶ月 500 円	 
⑩	 HIF 日本語教室子どもクラス	 1：1	 水	 3 ヶ月 500 円	 
⑪	 虹のひろば	 1：1	 月～金	 無料	 
 
次に、各学習支援教室の児童と指導者の特徴について述べる。	 












表 29	 各学習支援教室の児童および指導者の特徴	 
教室名	 児童数	 指導者数	 
①	 福生日本語学級	 24 名	 担任 3名,	 支援 2名	 
児童と関係がある国：	 中国,	 バングラデシュ,	 ロシア,	 フィリピン,	 ペルー,ジャ
マイカ,	 ネパール	 
②	 八王子日本語国際学級	 51 名	 担任 3名	 
児童と関係がある国：	 中国,	 フィリピン,	 韓国,	 タイ,	 カンボジア,	 ネパール,	 	 
イラン,	 チェコ,	 スイス,	 バルバドス,	 ベトナム	 
③	 小平帰国児童生徒教室	 6 名	 運営 2名,	 教員 12 名	 
児童と関係がある国：	 中国,	 フィリピン,	 ペルー,	 ネパール	 
④	 八王子学習教室	 10 名以下	 10 名以下	 
児童と関係がある国：	 中国,	 ペルー,	 ブラジル,	 ベトナム,	 フィリピン	 
⑤	 小平子ども日本語教室	 4 名	 支援員 20 名	 




16 名	 担当教師 1名,	 支援員数名	 
児童と関係がある国：中国,	 バングラデシュ,	 ブラジル,	 ロシア,	 フィリピン,	 ペ
ルー,ジャマイカ,	 ネパール	 
⑦	 西東京子ども日本語教室	 13 名	 17 名	 
児童と関係がある国：	 中国,	 韓国,	 ベトナム,	 アメリカ,	 ミャンマー	 
⑧	 東村山子ども日本語教室	 8 名	 4 名	 
児童と関係がある国：	 中国	 
⑨	 清瀬日本語教室子どもクラス	 5 名	 5 名	 
児童と関係がある国：	 中国,	 ベトナム	 
⑩	 HIF 日本語教室子どもクラス	 5 名	 5 名	 
児童と関係がある国：	 中国,	 アメリカ,	 ブラジル,	 フィリピン	 
⑪	 虹のひろば	 9 名	 12 名	 















	 指導者の情報については第 2 章の 2.2.2 ですでに提示してある。ここでは、それを
もとに指導者の特徴について述べる。	 
	 まず、指導者の年齢増をみてみる（ただし、年齢に関してはインタビュー調査の協
力者 25 名中、20 名から答えがあり 5 名は無応答であったため分析対象は 20 名に限
る）と、60 代がもっと多く全体の 32％（20 名中 8 人）を占める。ついで、30 代と、







	 また、20 代、30 代のように比較的若い世代はほぼ職業として勤めている傾向にある。
たとえば、日本語教師として職場で働く場合や、小学校の教員として働くなどである。	 
	 一方、日本語指導歴に関しては今日委員の場合短い傾向にある。しかし、ボランテ








	 下記図 10 に日本語指導者（運営者）に年齢層の割合を示す。	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 日本語教育学教室の先生方、
西郡研究室の皆様に心よりお礼申し上げます。	 
また、ご多忙の折、本調査にご協力いただいた学校・支援団体の関係者の皆様、イ
ンタビューでご自分の貴重な経験を語ってくださった皆様には心より感謝の意を表し
ます。皆様から賜った一言一句は、私にとって貴重な気づきとなりました。	 
本研究を通じて、理論と実践の両面がもつ意義について多くの示唆が与えられまし
た。外国人児童に対する支援の最先端の現場で日々実践されている皆様に改めて感謝
申し上げます。	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